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研究成果の概要（和文）：2006 年の教育基本法改正及び 2007 年地方教育行政の組織及び運

営に関する法律・学校教育法の改正は、地方教育行政及び学校管理への目標管理システム

の導入を促進する意味をもっていた。全国学力テストの実施や学校評価・教員評価はその

一環を成すものであることが確認された。他方、教育振興基本計画による目標管理は当初

予想されたほど強い統制力は発揮していないことが確認された。 

 

研究成果の概要（英文）：Reform of the Fundamental Law of Education and the Local 

Educational Administration Act brought the "management by object" system to the 

local educational administration and the school management. The national test and 

school / teacher assessment constitutes this system. Although the Basic Plan for 

Promoting Education was considered to be one of the basic elements of this system, it 

does not work so that it expected. 
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１．研究開始当初の背景 

 

 2006年教育基本法改正と 2007年地方教育
行政の組織及び運営に関する法律及び学校

教育法改正によって、わが国の地方教育行政
制度及び学校管理・運営制度が新自由主義的
目標管理システムに再編成されていくこと
が予想された。これはわが国における法的規
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制を中心とする教育行政システムの転換を
意味し、既存の地方教育行政制度の転換を予
想させるものである。そこで、本研究は、上
記改正法の展開過程を明らかにしつつ、その
問題点を解明しようとするものである。 

 

２．研究の目的 

 

 本研究は、教育基本法及び地方教育行政の
組織及び運営に関する法律(以下、地方教育行
政法)の改正によって形成された新たな教育
行政基本法制の下で現実の地方教育行政が
いかに変質・変容するかを調査分析し、また
海外における先行事例との比較分析を通し
て、今後における地方教育行政改革の課題と
問題点を解明しようとするものである。 

 なお、本研究は、(1)公教育制度の基本任務
である国民の学習権保障並びに国民主権原
理の地域における発現形態である地方自治
及びその中核的原理である住民自治原理が
地方教育行政制度改革の基本とされなけれ
ばならず、さらに(2)地方教育行政が公教育の
管理運営に関する行政活動であることから
教育固有の価値が地方教育行政改革の指導
原理として貫徹されなければならないとの、
規範的及び価値的判断を前提とする。 

 

３．研究の方法 

 

(1) 2006 年教育基本法改正の意図と、改正条
文の法律学的意義の検討。 

(2)地方教育行政の組織及び運営に関する法
律及び学校教育法（ともに 2007 年改正）
に定める地方教育行政制度及び学校管
理・運営制度の内在的批判的分析。 

(3)教育振興基本計画の策定状況、策定内容
の分析。とくに、策定主体（教育委員会の
主体性、首長部局及び議会の関与）と目標
管理システムの実態解明。 

(4)全国学力・学習状況調査の結果に基づく
目標管理システムの実態解明。 

(5)政権交代後における子ども・若者政策の
重点課題の転換（子どもの貧困の削減）に
よる地方教育行政への影響。とくに、就学
援助制度。 

 
４．研究成果 
 
(1)教育基本法改正に連動して行われた地方
教育行政法改正の主要な論点として、(a)教
育委員会評価制度、(b)教育委員会の共同設
置、(c)教育長への権限委任を析出し、これ
らが教育委員会制度を形式的には存続させ
るものの、その実質においては教育の地方自
治の実質を団体自治・住民自治の両側面にお
いて有名無実化する可能性があることを明
らかにした。 

(2)全国学力テストの実施とこれに基づく教
育評価システムが形成されつつあり、これに
より学校教育及び地方教育行政の目的・目標
が一元的に管理される傾向が強まっており、
かつそれかが「中央集権」ではなく「地方分
権」の拡大と認識されていることを明らかに
した。また、全国学力テストの教育行政法制
上の位置づけを法的に検討し、行政調査とし
ての合法的になしうる調査内容とその利用
の限界を明らかするとともに、同調査が地方
教育行政の実態において果たしている役割
りを検討し、それが合法的行政調査の範囲を
逸脱している可能性があることを論証した。
なお、全国学力・学習状況調査が教育委員会
の施策改善にいかなる影響を与えているか
を実証的に明らかにすることを予定してい
た。教育振興基本計画を策定したのは 2008
年度末で 11 都道県に留まり、現状では同調
査が都道府県段階の教育施策改善に生かさ
れていない可能性がある。 
(3)政権交代により教育・子ども施策に変化
が生じたころから、子ども手当・高校無償化
を含む子ども・教育政策にも注目しつつ、分
析対象を新政権の教育政策とくに地方教育
行政制度改革構想の分析に移し、民主党の日
本国教育基本法案と地方教育行政の適正な
運営の確保に関する法律案が構想する地方
教育行政制度を検討した。その際、イギリス
子ども貧困法の成立過程における合意形成
過程や教育行政施策の解明かが有益な示唆
を与えており、これが今後の地方教育行政の
研究課題の一つとなることを指摘した。また、
民主党が 2005 年に発表した「憲法提言」に
示された国家像や同党が主張する「地域主
権」及び「新しい公共」の文脈から、同党の
地方教育行政改革構想を検討した。 
(4)本研究においては全国学力テストを地方
教育行政のコントロール手段の一つと位置
づけてきたが、同テストは民主党政権の成立
により抽出方式に転換された。これにより、
旧政権下が新教育基本法の下で構築しつつ
あった教育行政体制づくりは頓挫したと考
えられる。しかし、同テストには希望利用方
式が採用されたため、地方公共団体内部に新
たな政治的対抗関係が生まれ、教育行政に対
して首長部局や議会が政治的影響力を行使
しようとする動きが強まっていることが確
認された。 
(5) 本研究課題の申請に当たって、新教育基
本法第 17 条に定める教育振興基本計画が教
育予算の配分における「集中と選択」システ
ムとして働き、新たな教育行政システムを形
成する可能性があると予想していた。しかし、
国及び都道府県・主要都市では教育振興基本
計画が策定されたものの、緊縮財政と政権交
代を背景に、これまでのところ教育振興基本
計画が教育行政の中核的位置にあるとは言



 

 

いえないと判断される。 
(6) これまでの研究を通じて、わが国におけ
る新自由主義的教育改革は、(1)学校制度基
準の緩和・撤廃を制度的条件として、(2)教
育条件整備（公教育費配分）における「集中
と選択」、(3)競争と目標管理による公立学校
管理及び公立学校、(4)学校教育の市場化と
いう形で現れているとの知見を得た。このう
ち、小泉政権の下で本格化した規制改革の一
環として推進された学校制度基準緩和・撤廃
（上記(1))は、上記(2)〜(4)に正統性を付与
し、多様な主体（地方公共団体や民間主体）
による新自由主義的教育改革を引き出す制
度的条件となっている。このため、第一に、
学校制度基準の緩和・撤廃の目的と内容、及
びそれが公教育制度に及ぼすインパクトの
質と強度を分析し、公教育制度における規制
と自由の在り方を考察することを今後の研
究課題としなければならないと考える。また、
他面において学校制度基準の緩和・撤廃にも
かかわらず、従来の教育条件整備の水準を確
保しようとする地方公共団体もあり、そこに
は自律的な自己規制が働いているものと思
われるので、その自己規制力の源泉を解明し
その可能性を検討することを今後の課題と
なる。 
 なお、ここで、学校制度基準とは、(a)国
公私立の別に関わりなく学校の設置管理・設
置認可・監督において準拠すべき＜学校制度
の基本的事項＞と、(b)国公立学校の設置管
理及び私立学校への助成等において国及び
地方公共団体が準拠すべき＜教育条件整備
の基準＞からなり、公教育のナショナル・ミ
ニマムの基準という意味をもつ。つまり、学
校制度基準は、わが国における総体としての
学校制度の在り方（学校教育の目的・目標、
学校の接続関係、教員資格、保護者等の学校
経営参加など）の法的基準を確定するととも
に、その実現のために必要な教育条件整備の
内容とその基準及び責任の所在について法
的基準を確定する役割を担っている。したが
って、公教育の給付水準の引下げ、格差的配
分の容認、営利企業の学校教育ビジネスの解
禁などを含む新自由主義的教育改革の推進
にとって、学校制度基準の緩和・撤廃は避け
て通れないプロセスである。 
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